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論 文 内 容 の 要 旨
　児童養護施設で暮らす児童の多くが、自身の生い立ちや施設で暮らすことになった理由を十分に知らされ
ていないという現状がある。そのことが児童の自己肯定感の低下を招く一要因とされる。ライフストーリー
ワーク（ＬＳＷ）は、児童が過去の出来事や家族のことを理解し、自身の生い立ちやそれに纏わる感情を信
頼できる大人とともに整理していく一連の作業であるとされ、自身に対する理解を深め、納得して施設での
生活を送りたいとする児童のニーズに応える援助として注目される。本論文は、日本の児童養護施設におけ
るＬＳＷ実施の推進を目指して、その現状を把握し、実施を推進する要因を明らかにするとともに、ＬＳＷ
実践への提言を行うことを目的としている。
　本論文は、序章を含む８つの章からなる。以下各章の概略を示し本論文の要旨とする。
　序章では、研究の目的を示した上で、その意義について、１）社会的養護における子どもの知る権利が認
められることになり、ＬＳＷの必要性が理解され、実施の機運が高まっていること、２）国の施策として諸々
の指針等にＬＳＷや子どもの生い立ちに関わる内容が盛り込まれ始めたこと、３）しかし、ＬＳＷの研究と
実践がいまだ不十分であることを上げ、実証的研究とそこから導かれる実践への提言の有用性を強調してい
る。
　第１章「ＬＳＷに関する先行研究」では、ＬＳＷ発祥の地とされるイギリスの実践と研究に加え、日本
のＬＳＷ実践と研究を、歴史を辿りながらレビューしている。イギリスのＬＳＷは、養子縁組や里親委託
の準備として1950年代にワーカーが子どもの「歴史」を綴るライフブックからスタートする。やがてそれ
が形骸化し、ＬＳＷのプロセスが重視されていくプロセスが詳細に示される。そして、ＢＡＡＦ（British 
Association for Adoption and Fostering）とＳＡＣＣＳ（Sexual Abuse Child Consultancy Services）とい
う２つの民間機関がＬＳＷを牽引し、前者がＬＳＷをソーシャルワークと位置付けたのに対し、後者は治療
的ツールとして実践されてきたことなどが示される。一方日本では、民間の児童養護施設において養親や里
親に対して真実告知を勧める取組が早くからなされていたが、施設入所の理由や家族についての事実を伝え
ることはほとんどされていなかった。1994年「子どもの権利条約」が批准され、児童福祉法の改正などを経
て、2014年の「社会的養護関係施設における親子関係再構築支援ガイドライン」に、子どもが信頼できる人
に自分の過去を語り、過去の思い込みを修正し、過去の虐待や苦悩を表現してケアされる必要があると記さ
れ、その方法の一つとしてＬＳＷが示された。日本でのＬＳＷ実践及び研究は2000年以降本格的に行われる
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ようになる。才村らがイギリスの著書を翻訳・出版することから始まり、ＬＳＷに取り組むための条件や方
法が研究され、大阪ライフストーリー研究会の設立に至る。理論の研究、実践調査の報告などもなされるよ
うになる。山本ら（2015）はＬＳＷの実施を「生活場面型」と「セッション型」に区分し、才村ら（2016）
は「日常的に行うＬＳＷ」「セッション型」「セラピューティックなＬＳＷ」に区分した。こうした日本での
研究・実践成果が日本におけるＬＳＷの実践を支えているとしている。
　第２章「児童養護施設の援助におけるＬＳＷの理論的枠組み」では、社会的養護理論に関する文献研
究とともにＬＳＷの法的根拠となる「子どもの権利条約」の条文を精査している。その上で本研究では、
Thoburn（1998）が社会的養護児童の福祉には「アイデンティティの確立」と「パーマネンシーの感覚」が
必要だとし、安定した人間関係を築くために両者のバランスが重要だとした主張を理論的拠り所とするとし
ている。そして、子どもの最善の利益や知る権利、家族関係の維持、意見表明・意見の尊重といった諸権利
を通底する理念を基礎理念とし、Erikson（1972）、鑪（1990）、森（2009）をはじめとする多くの研究者の
論説を踏まえ、家庭的養護とＬＳＷを、パーマネンシーやアタッチメント、アイデンティティ、そして自己
肯定感を確立する手段として捉える。そうした手段により児童養護施設に暮らす児童固有の自立が支援され
るとする、独自の施設援助の理論的枠組を提示した上で、本研究におけるＬＳＷを定義している。
　第３章「調査デザイン」では、ＬＳＷ実践の実態を把握し、ＬＳＷ実践の推進要因を探るという本研究の
目的を達成するために実施した３つの調査の概略を図解し、研究方法の全体像を示している。そして本章で
は、中心となる調査２の量的調査に先立つ予備調査として実施した調査１「ＬＳＷの研究者および実践者に
対するエキスパートインタビュー調査」について詳述する。ＬＳＷの実施に必要な要素を抽出し、調査２の
質問紙の作成を目的として、ＬＳＷの研究と実践に２年以上携わっている専門職からの聞き取りをするとし
ている。該当する５名の専門職から聞き取られ録音されたデータから「文書セグメント」を抜き出し、佐藤
（2008）の方法に従ってコード化し、親和性の高いコードをグループ化して命名、整理した。結果として、「Ｌ
ＳＷの実施に必要な要素（環境・準備）」として49項目、「ＬＳＷの実施に関するもの（実施者・実施内容）」
として58項目、「ＬＳＷの実施後に関するもの（変化・効果）」として33項目の計140項目を抽出した。この
140項目について、ＬＳＷを実施する上でどのくらい必要と考えるのか（以下、「考え」）と現状どのくらい
できているのか（以下、「現状」）について、「全く〜でない」から「全く〜である」の10件法でたずねる形
で調査２の調査票を作成したとしている。
　第４章「ＬＳＷ実践の現状分析」では、調査２について詳述している。全国の児童養護施設（585件）と
児童相談所（226件）を対象に、１）ＬＳＷの実施状況と実施の詳細を明らかにすること、２）施設の特徴
とＬＳＷの実施との関係、３）ＬＳＷの実施を促す要因と難しくさせている要因を導き出すことを目的と
して量的調査を実施した。質問紙の郵送による調査の有効回収数は児童養護施設171件（29.4％）、児童相談
所86件（38.1％）であった。本章では、主にＬＳＷの実施状況に関する単純集計や施設特性との単純相関と
いった記述統計を用いた記述的分析の結果を示している。類似の取り組みを含めＬＳＷを実施している施設
は児童養護施設が回答施設の22.7％、児童相談所が16.3％と少なく、両者ともにその７割で一部の職員（職
種）が必要に応じて実施していた。両施設・機関ともに実施の必要性を感じながらも実施に結びつけられな
い現状が浮き彫りとなった。現場が感じているＬＳＷの必要性をどのように実施に結びつけるかを探る必要
性を再確認している。施設の特徴とＬＳＷの実施の関係分析では、大舎制施設よりは中・小舎制施設において、
また児童と職員の関係がよく、児童の知る権利を重視する施設において、今後ＬＳＷに力を入れようとする
傾向が見られた。また、ＬＳＷ実施についての「考え」と「現状」の比較では、「子どもの生い立ちを大切
にする施設の風土」「子どもの施設での生活の安定」「実施者の資質・力量」「実情を肯定的に捉えて伝える」
「施設・機関内での協力体制」「他職種・他機関との協働」「ＬＳＷ実施による援助者の成長・変化」「ＬＳＷ
実施による子どものアイデンティティ形成」の必要性が、両方で高得点を示した。「考え」と「現状」との
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得点差が大きかった項目は、「実施のための時間の確保」「実施者の育成」「実施方法の明確化」「ＬＳＷの実
施による子どもの自己肯定感の向上」であった。こうした要素は、ＬＳＷ実施を促す要因と難しくさせる要
因を示唆しているとしている。
　第５章「ＬＳＷ実践の推進要因の検証」では、調査２で得られたデータを用いて、まずＬＳＷ実施に関す
る「考え」と「現状」のそれぞれについて因子分析（IBM SPSS Statistics 20）を実施し、ＬＳＷ実施の推
進要因を抽出した。その後、抽出された因子をＬＳＷ実施前と実施中に関するものとＬＳＷ実施後に関する
ものに整理し、これまでの先行研究と記述統計分析から得られた結果を踏まえて、ＬＳＷ実施前・中因子（潜
在変数）、ＬＳＷの実施（観測変数）、ＬＳＷ実施後因子（潜在変数）の間の時系列的な関係モデル、すなわ
ち「ＬＳＷ実践推進構造モデル」を構築している。これを、共分散構造分析（Amos 24.0）を用いて検証し
ている。因子分析の結果、「考え」の因子分析からは、ＬＳＷ実施前・実施中に関わる因子として「実施者
の力量と実施を支える環境」「生い立ちを大切にする風土」「過去と向き合う機会の提供」という３因子が抽
出された。ＬＳＷ実施後に関わる因子としては、「子どもの成長・変化」「援助者の成長・変化」の２因子が
抽出された。「現状」の因子分析からは、ＬＳＷ実施前・実施中に関わる因子として「実施者の力量と実施
を支える環境」「実施者の育成と実施方法の確立」「生い立ちを大切にする風土」の３因子、実施後に関わる
因子としては、「子どもの成長・変化」と「効果測定」という２因子が抽出された。これらは、記述統計分
析から得られた結果と整合しているとしている。
　「考え」と「現状」のそれぞれについてＬＳＷ実践推進構造モデルを作成し、Amos により分析した結果、「考
え」については、RMSEA から判断してモデル適合はよくなかった。しかし、「現状」については GFI=.917、
AGFI=.875となり適合性が高いモデルであることが確認された。したがって、ＬＳＷ実践の推進構造につい
て適合性の高かった「現状」のモデルを精査するとしている。精査の結果、子どもの生い立ちや過去に配慮
された施設生活の営みといった「生い立ちを大切にする風土」、そしてＬＳＷ実施者が力量を備え、協力・
協働する体制といった「実施者の力量と実施を支える環境」がＬＳＷの実施を支えている。そして、ＬＳＷ
の実施が、子どもの肯定的なアイデンティティの形成や現実生活への適応といった「子どもの成長・変化」
をもたらしている構造が見出されたとしている。しかし、予想に反して分析結果から、子どもの成長・変化
を計ろうとする「効果測定」の因子は、ＬＳＷの実施に負の影響（－．64：１％水準で有意）をもたらすこ
とがわかった。これについては、ＬＳＷは子どもの変化や効果を期待して行うものではないと理解されてい
て、そのために効果測定は馴染まないと捉えられているのではないかとしている。こうした点も含め、より
詳細に分析するために、第６章ではＬＳＷを実施している児童養護施設での実践について実施者から直接聞
き取ることによってＬＳＷ実践の推進要因についてより詳細に検討するとしている。
　第６章「ＬＳＷ実践の推進要因の詳細」では、聞き取り調査について詳述している。インタビュー調査に
同意した８施設の施設長、心理療法担当職員、保育士などのＬＳＷ実施者に対して半構造化面接を行い、聞
き取り内容をＬＳＷの実施と実施を支える環境や体制、ＬＳＷ実施の効果や課題に分類・整理している。結
果から、実施施設ではＬＳＷは「生い立ちを大切にする風土」の中で多様な職種によって日常的に行われて
おり、ＬＳＷ実施の必要性についての共通認識があり、施設全体での協力体制や他機関との連携があること
が確認された。また、ＬＳＷの効果に関しては、生活場面において子どもの自身のことや家族について語る
ようにすることが、援助者の子どもに対する理解を高め、自信と専門性を高めることなり、子どもと生活担
当者との信頼関係も高めることになる。そして過去を知り整理することが将来の見通しに繋がることを確か
めている。
　第７章「結論」では、本研究で行った先行研究や理論研究及び量的・質的研究の成果を踏まえてＬＳＷ実
践の現状と推進要因について整理した上で、現在日本の児童養護施設で実施されているＬＳＷには、「設定
型ＬＳＷ」と呼べる実施形態があるとしている。これは、「セッション型ＬＳＷ」と「日常的に行うＬＳＷ」
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の中間に位置づけられ、セッションという形ではないものの、日常とは異なる場面を設けて子どもの生い立
ちを共有する取り組みであり、日本では、こうした複数の形態のＬＳＷが循環的に実施されていると考えら
れるとしている。こうしたＬＳＷ実践を推進するには、生活場面において子どもの生い立ちを大切して子ど
もと関わる実践をＬＳＷとして位置づけ、そうした実践を強化する家庭的養護を推進すべきであるとしてい
る。そして、当初の理論的枠組ではＬＳＷと家庭的養護を推進の両輪としていたが、両者は相互に作用する
としている。また、ＬＳＷの効果測定については、量的調査から実践を難しくしていることが示唆されたた
め、実践推進には効果測定を援助者が子どもと自身の成長や変化を振り返る機会として捉える必要性、すな
わち Schön（1983）の言う「省察」の必要性を強調している。
　最後に本研究の限界と課題に触れている。何れも質問紙調査に関わるが、限界には、回収率の問題、ＬＳ
Ｗと類似事業の不明確な定義、「現状」の客観性、実践にともなうトラブルの観点があるとしている。今後
の課題としては、ＬＳＷ実践の高い個別性・創造性に鑑み、先駆的実践内容をデータベース化し、検索・参
照することによって実践に取り入れ可能な仕組みを工夫すること、生活場面でのＬＳＷを推進するためにも
社会的養護を担う専門職の養成課程においてＬＳＷの学習が必要であることをあげている。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本博士学位申請論文審査委員会による曽田里美氏の博士学位申請論文審査結果の要旨について、課題を含
め以下の４点について報告する。
１．本論文の社会的貢献：
　子どもの権利条約が批准され20年余りが経過する中、社会的養護の施設養護では「家庭的養護」が進みつ
つある。しかし、児童養護施設における自立援助では、知る権利や意見表明権といった子どもの諸権利やパー
マネンシーの保障がいまだ十分になされているとは言い難い。2016年の児童福祉法改正では、権利条約に謳
われている「子どもの最善の利益」が前面に押し出され、児童の自立に向けた社会的養護のあり方にもこれ
までにない改革の取り組みが求められることとなった。こうした情勢において、曽田里美氏が取り組んだＬ
ＳＷ実施の現状分析と推進要因に関する研究の成果は、子どもの知る権利を保障し、子どもの育ちを大切に
する施設環境の整備に大いに貢献するものであるとともに、子どもの権利条約に示された理念の具現化を求
める社会的要請に応えるものあると言え、時宜に適った極めて意義のある研究として高く評価できる。
２．本論文の学術的貢献：
　曽田氏も触れているように、厚生労働省は「社会的養護施設における親子関係再構築支援ガイドライン」
において、子どもが信頼できる人に自分の過去を語り、過去の思いを修正し、過去の虐待や苦悩を表現して
ケアされることが必要であるとしている。また、そうしたことが子どものアイデンティティの確立や自己肯
定感の向上に資すると考えられる。しかし、現状は児童養護施設などにおいてＬＳＷの実施が進んでいると
は言えない。本論文は、この問題の解決に真正面から取り組んだ数少ない研究であると言える。発祥の地で
あるイギリスのＬＳＷの歴史を辿り、ライフストーリーブックの形骸化を克服してプロセスを重視するよう
になる過程を経て、今日の実践に至る変遷を明らかにするとともに、日本でのＬＳＷの実践と研究を丁寧に
レビューしている。さらに、社会的養護を必要とする子どもの福祉に関して、子どもの自立に必要なアイデ
ンティティの確立とパーマネンシーの感覚について、理論のみならず根拠となる法的理念を検討し、曽田氏
独自の児童養護施設援助におけるＬＳＷ実施の理論的枠組を示した。こうした理論的検討を踏まえ、ＬＳＷ
実践の推進要因を明らかにするために量的調査及び質的調査を綿密にデザインし、実施した。量的調査から
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得られたデータを記述的に分析するとともに、ＬＳＷ推進の因果モデルを多変量解析の手法を用いて分析し
た後、質的調査から得られたデータをより詳細に分析した。そして、それらを総合してＬＳＷ実践の推進要
因を明らかにしている。こうした理論研究から実証的調査を経て、当初の目的である１）ＬＳＷ実施の現状
を明らかにし、２）ＬＳＷ実施の推進要因を明らかにして、３）ＬＳＷ実施に対する提言に至る緻密に計画
され、実行された研究は極めて希であると言える。本論文は貴重な学術貢献をなし得たと言え、高く評価し
たい。
３．本論文の実践的貢献：
　本研究では、量と質の両面から、現にＬＳＷを実施している日本の児童養護施設では、子どもの生活場面
において複数の職種が専門性に応じて多様な形態のＬＳＷを行っていることが示された。こうした実施を支
えているのは、日常的な「子どもの生い立ちを大切する風土」と呼べる要素である。また、ＬＳＷ実施の必
要性を共有し、生活担当者が心理療法担当者などの実施するＬＳＷに同席するといった施設内の協力体制や、
児童相談所との連携がＬＳＷの実施を支えていることが示された。こうした成果は、日本の児童養護施設に
おけるＬＳＷ実施の推進に対して具体的に貢献し得ると考えられる。また、本論文において曽田氏は、日本
におけるＬＳＷの実践形態には、「日常的に行うＬＳＷ」、「セッション型ＬＳＷ」、「セラピューティックな
ＬＳＷ」に加えて、セッションという形態まではいかないものの、日常とは異なる場面を設けて子どもと生
い立ちを共有する取り組みを意味する「設定型ＬＳＷ」を見出し、ＬＳＷの１タイプとして位置づけた。複
数のＬＳＷ形態が施設の日常生活の中で循環的に展開されると考えることによって、より柔軟にＬＳＷに取
り組む可能性が開かれ、ＬＳＷ実施の推進に貢献すると考えられる。このように本論文の実践的貢献は極め
て大きく、高く評価できる。
４．本論文の課題：
　以上のように、本論文の社会的、学術的、実践的貢献度は高いが、さらなる研究の質向上と、研究者とし
ての一層の研鑽を期待して以下に課題を記す。
　まず、質問紙調査の回収率の問題だが、曽田氏も本研究の限界として捉え、回収率を高めるための工夫に
ついて触れている。だが、回収率の低さが本研究の結果にもたらすバイアスについては十分な検討がなされ
ていると言えない。さらなる検討を課題としたい。次に、本研究ではＬＳＷ実践を推進する要因と難しくす
る要因について明らかにするとしながらも、推進要因の分析に大きなウエイトがおかれたため阻害要因に関
しての分析があまりなされていない。量的調査の記述的分析で潜在的な阻害要因が見出されていたが、それ
らを共分散構造分析にうまく取り入れることができなかったと思われる。曽田氏は、ＬＳＷ実施にともなう
トラブルについて調査できていないことには触れているが、この点も含めて阻害要因の丁寧な分析を課題と
したい。３つ目の課題は、ＬＳＷ実施と家庭的養護の推進との関係である。曽田氏は当初ＬＳＷ実践と家庭
的養護が独立した両輪として、前者がアイデンティティと自己肯定感 、後者がパーマネンシーの感覚を高
める手段であるとしていた。しかし、本研究の成果を総合して、両手段が互いに影響し合ってアイデンティ
ティの確立、自己肯定感の向上、パーマネンシーの感覚の醸成をもたらすとしている。氏が言うように、家
庭的養護の重要性に鑑みて、より家庭的な環境においてＬＳＷが実施されることは極めて重要であると考え
られる。しかし、Thoburn（1998）が重視するパーマネンシーは、児童養護施設でケアされることになって
も、ＬＳＷを通して実家族との関係を思い起こし、繋がることによって生まれ、施設での生活が充実すると
考えることができる。だとすると、ＬＳＷを家庭的養護に限定する必要はないことになる。むしろあらゆる
形態の社会的養護・施設ケアにおいてＬＳＷ実践が求められると考えられるし、家庭養護（里親）でのＬＳ
Ｗ実践も検討する必要があろう。こうした点についてもさらに検討することを課題としたい。
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　以上、審査結果の要旨を説明したが、曽田里美氏の論文は博士学位申請論文としての水準に達しており、
博士学位の授与に値するものと判断する。
